第一回世界対がんデー“子宮頸がん征圧を目指して”

UICC日本委員会主催でシンポジウム

多数のプロフェショナルが参加
　　UICC日本委員会が主催、子宮頸がん征圧をめざす専門家会議と日本対がん協会が共催、日本癌学会と日本癌治療学会が後援で、日本では第一回の世界対がんデーのイベントとしてのシンポジウム「子宮頸がん征圧を目指して」が、2月4日に東大安田講堂で開催された。参加者数は全部で305人、この内、職業記載のある方だけを分類すると、医療従事者が70人(23%), 製薬関係者が38人(12%), メディア31人(10%), 患者27人(9%), 行政関係者20人(6%)で、当初予想されたよりもはるかに多くの、専門的に関心を持つ人々の参加があった。聴衆の質を考えると、大変多くの熱心な人々の集まったシンポジウムであったと云える。
　　冒頭で、北川知行UICC理事から、UICCとその活動についての紹介があり、また厚労省の前田光哉がん対策推進室長からの挨拶があった。

　　講演は,1.子宮頸がんの現状とHPVワクチン（吉川裕之　筑波大教授）2.子宮頸がん検診の受診率向上と新しい検診方法（平井康夫　癌研有明病院部長） 3.思春期女子へのHPVワクチンの普及と社会：世界の状況（シャロン　ハンリー

　北海道医療大学講師）4.子宮頸がん予防—検診、ワクチンとその医療経済（今野　良　自治医大教授）によって行われた。いずれの講演も大変判り易く、内容があり、聴衆に強い印象的を与えた（抄録を後に掲載）。

　　次いでパネルディスカッシヨンに入り、河村裕美さんが、患者および女性の立場から、子宮頸がん患者の苦しみを語り、またその予防推進の必要性を訴えた。

日本の予防活動は低開発国並み
    シンポジウムを通じて、1.子宮頸がんはHPV感染で発生するので、ワクチンと検診で征圧できること、2. 良いHPVワクチンが登場し、世界の100以上の国で承認され、一部の国では公的費用で集団接種を始めているが、日本の現状は開発途上国並みであること、3. ワクチン接種による子宮頸がんの予防により、接種費用の2倍の社会的経済効果が得られる事、等が良く理解され、今後は、様々な職業、階層の人達が協力し、また世界の運動と連携しつつ、知識を広げ、政策提言を繰り広げる必要性が確認された。

多数のメディアが報道

　　今回のシンポジウムは、日本癌学会と日本癌治療学会のホームページに予告紹介され、また朝日、読売、毎日、産経、メディカルトリビューンなどに予告的記事が出た。更にシンポジウムの講演内容は、メディカルトリビューン（MTpro）、週間医学界新聞，JMS(Japan Medical Society), 対がん協会報などにニュースとしてかなり詳しく報道され、当日だけで終わらない効果の広がりが期待された。今後、子宮頸部がん征圧を目指して運動を展開して行く上で、力強い一歩となる集会であった。
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